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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第77期
第１四半期
連結累計期間

第78期
第１四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

売上高 （百万円） 13,469 10,586 53,299

経常利益 （百万円） 3,319 2,044 11,506

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 2,169 1,360 7,695

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,144 1,365 8,544

純資産額 （百万円） 8,791 15,703 14,661

総資産額 （百万円） 27,911 36,187 37,802

１株当たり四半期（当期）　
純利益金額

（円） 53.68 33.67 190.40

潜在株式調整後１株当たり　
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.6 43.4 38.8
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、欧州ではギリシャの債務問題などに起因するＥＵの先行き

不透明感が残り、中国では不動産市場における調整の長期化など景気減速の懸念があるものの、米国では雇用

や所得環境の着実な改善が続いており、個人消費や住宅投資は堅調に推移しました。わが国経済は、金融・財

政政策などの経済対策を背景に、企業収益の改善や設備投資の緩やかな増加があり、消費税率引上げに伴う駆

け込み需要の反動減が一巡したことにより、個人消費も徐々に回復の兆しが見られました。

このような経営環境のもと、当社グループでは、太陽光発電用パワーコンディショナ事業の「多核化」を推

進し、市場環境の変化に対応してまいりました。具体的には、住宅用途からメガソーラー向けまでの全モデル

に出力抑制対応機能を取り込んだ製品の販売を開始し、更に、電力の需給バランスに対応可能な蓄電池を併用

した太陽光発電との蓄電ハイブリッドシステムの製品化を進めております。これらの製品を国内市場向けのみ

ならず、今後拡大が見込まれる北米、アセアンなどグローバル市場向けに拡販を開始しております。また、国

内外研究開発体制の更なる拡充、多層的なマーケティング体制の構築に加え、全社を挙げた自動化推進による

原価低減活動や品質保証体制の充実など不断の工場改善も進めております。

当第１四半期連結累計期間の業績は、太陽光発電用パワーコンディショナが前年度末の駆け込み需要などの反動

により減少し、売上高は10,586百万円（前年同期比21.4％減）、営業利益は1,974百万円（前年同期比40.0％減）、

経常利益は2,044百万円（前年同期比38.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,360百万円（前年同期比

37.3％減）となりました。　

 

当第１四半期連結累計期間のセグメントごとの業績は次のとおりであります。

①変成器事業

変成器事業は、エアコン用リアクタが減少し、売上高は2,344百万円（前年同期比10.9％減）、営業利益は218百

万円（前年同期比39.0％減）となりました。

②電源機器事業

電源機器事業は、太陽光発電用パワーコンディショナが減少し、売上高は8,242百万円（前年同期比24.0％減）、

営業利益は1,883百万円（前年同期比36.6％減）となりました。

 

(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は36,187百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,615百万円減少

しました。これは主として、売上債権が3,187百万円減少し、たな卸資産が1,331百万円、有形固定資産が542百万円

それぞれ増加したことによるものであります。

負債は20,484百万円となり、前連結会計年度末に比べて2,657百万円減少しました。これは主として、未払法人税

等が3,122百万円減少したことによるものであります。

純資産は15,703百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,042百万円増加しました。これは主として、親会社株

主に帰属する四半期純利益1,360百万円の計上によるものであります。
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(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を下記のとおり定めておりま

す。

　

会社の支配に関する基本方針

(A) 基本方針の内容の概要

当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配することを目的として、対象会社の取締役会の賛同

を得ずに、一方的に大量の株式買付けを行う行為であっても、経済適合性に基づき判断し、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配

権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えており

ます。

しかしながら、株式の大量買付け等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大量買付行為の内容や

条件等について十分検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供し

ないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために買付者との交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものもあり得ます。

当社取締役会は、当社グループの買収を企図した当社取締役会の賛同を得ない当社株式の大量買付け等の行為

であっても、これに応じるか否かは、最終的には当社株主の皆様において判断されるべきものであると考えてお

りますが、上記のような不適切な大量買付け等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし

て適切ではなく、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあると考えており、この

ような不適切な買収行為が行われる場合には、それに対して相当の対抗措置を発動することも必要と考えており

ます。

　

(B) 基本方針実現に資する特別な取組みの概要

当社は、株主の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を向上させるべく、下記の取組みを実施しております。これらの取組みは、上記(1)の基本方針の実現に資す

るものであると考えております。

①　企業価値向上への取組み

当社は、「お得意先第一主義」、「品質を誇る製品の生産で社会に奉仕する」の経営理念のもと、企業目

的を『田淵電機グループの使命は、未来に誇るコアテクノロジーを活かし、地球環境にやさしい「エネル

ギー先進企業」として広く社会に貢献することであります』と定め、企業価値ひいては株主共同の利益の向

上に努めております。平成27年１月には東京証券取引所市場第一部の指定を受けることにより、これまで以

上に社会的責任を担う会社への変革を目指しております。

　そのための特別な取組みとして、平成27年度からスタートする「Global Power-Solution Company」を基

本戦略とする新中期経営計画（６ヵ年）を新たに策定いたしました。具体的には、世界をフィールドとして

捉え、人々のニーズ（シーズ）に対していち早く、ひと味違うソリューションを提供できる会社を目指して

まいります。

②　コーポレート・ガバナンスの強化に対する取組み

当社は、前述の経営方針及び企業価値のもと、株主の皆様をはじめとする、あらゆるステークホルダーの

皆様からの信頼を確保し、企業価値向上を図るため、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を推進してお

ります。

取締役会においては、法令・定款で定められた事項はもとより、経営上重要な事項についての決議や業務

執行の監督を行っております。また、平成26年６月27日開催の第76回定時株主総会終了後より、新たに執行

役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより、責任と権限の明確

化、意思決定の迅速化を図っております。なお、経営に対する監督機能の強化を図るため、社外取締役（３

名）を選任しております。
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監査役監査については、実効性を高めるため、法律に関する相当程度の知見を有する社外監査役、及び財

務・会計に関する相当程度の知見を有する社外監査役をそれぞれ選任しているほか、監査役会と内部監査部

門との連携体制を構築しております。各監査役は、法令及び諸基準に準拠し、監査役会が定めた基本方針に

基づく監査を行うほか、取締役会その他の重要な会議に出席し必要な意見陳述を行っております。

 

(C) 不適切な支配の防止のための取組みの概要

当社は、上記（A）の基本方針を実現するための取組みとして、平成26年６月27日開催の第76回定時株主総会に

おいて当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を更新するこ

とを、株主の皆様にご承認いただきました。

本プランの概要は以下のとおりですが、詳細につきましては、当社ウェブサイト掲載のニュースリリース「会

社の支配に関する基本方針及び当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新に関するお知ら

せ」をご参照ください(http://www.zbr.co.jp/)。

本プランの目的は、当社に対し、株式の買付け等を行う者又は提案する者（以下「買付者等」といいます。）

が現れた場合、不適切な買収でないかどうかを株主の皆様が判断する為に必要な情報や時間を確保し、株主の皆

様の為に買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反す

る買収を抑止する仕組みを確保することであります。本プランの有効期限は、平成29年開催予定の第79回定時株

主総会終結時までの３年間としております。

実際の発動は、買付者等が、持株比率20％以上となると認められる株式買付けを行う場合を対象に、経済合理

性に基づいて個別判断を行い、社外者で構成する独立委員会の勧告を受けて、取締役会決議により発動いたしま

す。新株予約権の無償割当てを行う場合には、全ての株主に持株と同数の新株予約権を割り当てますが、買付者

等には予約権行使をできない条件を付して、その持株比率を半減させることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を防衛いたします。

 

(D) 不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断及びその理由

本プランは、以下の理由により、上記（A）の基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうもの

ではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

①　本プランは、株式会社東京証券取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開示、当

社ウェブサイト等への掲載等により周知させることにより、当社株式に対する買付けを行う者が遵守すべき手

続きがあること、並びに、買付者等の不適切な買付行為による権利行使は認められないとの行使条件及び買付

者等以外の者から株式と引換えに新株予約権を当社が取得するとの取得条項が付された新株予約権の無償割当

て等を、当社が実施することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を損なうと判断される買収から防衛することが図られております。

②買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること等

本プランは、経済産業省・法務省の平成17年５月27日付「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のため

の買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株

主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足し、さらに、企業価値研究会の平成20年６月30日付

「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容（買収者に対して金員等の交付を行うべきでは

ない、取締役は責任と規律ある行動をとる等）に沿うものであります。

　また、東京証券取引所の有価証券上場規程第440条に定める買収防衛策の導入に係る遵守事項（開示の十分

性、透明性、流通市場への影響、株主の権利の尊重）にも合致するものであります。

③株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する買付け等がなされた際に、当該買付け等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買

付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上

させるという目的をもって導入されるものであります。
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④株主意思を重視するものであること

本プランの有効期間は、平成29年開催予定の第79回定時株主総会終結の時までとなっており、いわゆるサン

セット条項付であります。また、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会において、本プランの廃止

又は変更の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い廃止又は変更されることになります。以上の

意味において、本プランの廃止及び変更は、当社株主総会の意思に基づくこととなっております。

⑤独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本プランの施行・運用にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために企業価

値ひいては株主共同の利益を客観的に判断し、取締役会に勧告する諮問機関として独立委員会を設置しており

ます。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、社外有識者、当社社外監査役又は当社社外

取締役の中から選任される委員３名以上により構成されております。

また、当社は本プランの運用に際して、適用される法令又は金融商品取引所規則に従い、本プランの各手続

きの進捗状況、又は独立委員会による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、その他当社取締役会が適切

と考える事項について適時に情報開示を行うこととし、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲

で本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。

⑥合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、予め定められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

⑦第三者専門家の意見の取得

当社取締役会及び独立委員会は、各々独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁

護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができることにより、判断の公正さ・

客観性がより強く担保された仕組みとなっています。

⑧デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で導入・廃止を決議することから、いわゆるデッドハンド型買収防衛策(取締

役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。

また、当社は、取締役任期を１年とし、毎年の定時株主総会で取締役の全員を選任する制度を採用してお

り、いわゆる期差任期制を採用していないため、本プランはいわゆるスローハンド型（取締役会の構成の交代

を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

 

(4)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は473百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,502,649 40,502,649
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります

計 40,502,649 40,502,649 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 平成27年６月30日 － 40,502,649 － 3,611 － －
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株)
議決権の数
(個)

内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式普通株式 84,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 40,402,100 404,021 同上

単元未満株式 普通株式 15,749 － 同上

発行済株式総数  40,502,649 － －

総株主の議決権  － 404,021 －
 

(注)　単元未満株式数には当社所有の自己株式11株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%)

（自己保有株式） 大阪市淀川区宮原三丁目
４番30号

    

田淵電機株式会社 84,800 － 84,800 0.21

計 － 84,800 － 84,800 0.21
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,868 6,765

  受取手形及び売掛金 11,185 8,272

  電子記録債権 4,223 3,948

  商品及び製品 2,440 3,238

  仕掛品 520 632

  原材料及び貯蔵品 2,268 2,690

  その他 1,530 1,335

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 29,034 26,880

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具（純額） 3,380 3,356

   その他（純額） 2,818 3,384

   有形固定資産合計 6,198 6,740

  無形固定資産 374 408

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,651 1,654

   その他 542 502

   貸倒引当金 △1 △1

   投資その他の資産合計 2,192 2,155

  固定資産合計 8,765 9,305

 繰延資産 2 2

 資産合計 37,802 36,187
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,545 5,819

  電子記録債務 2,540 2,919

  短期借入金 924 1,106

  1年内償還予定の社債 60 60

  1年内返済予定の長期借入金 907 897

  リース債務 198 166

  未払法人税等 3,471 348

  賞与引当金 372 203

  役員賞与引当金 79 －

  製品保証引当金 791 766

  その他 2,880 2,732

  流動負債合計 17,770 15,020

 固定負債   

  社債 150 150

  長期借入金 1,604 1,400

  リース債務 251 234

  退職給付に係る負債 844 855

  長期前受収益 2,289 2,594

  その他 231 229

  固定負債合計 5,371 5,464

 負債合計 23,141 20,484

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,611 3,611

  利益剰余金 10,777 11,814

  自己株式 △21 △21

  株主資本合計 14,367 15,404

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △11 △56

  繰延ヘッジ損益 40 64

  為替換算調整勘定 360 382

  退職給付に係る調整累計額 △95 △92

  その他の包括利益累計額合計 293 298

 純資産合計 14,661 15,703

負債純資産合計 37,802 36,187
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 13,469 10,586

売上原価 8,890 7,067

売上総利益 4,579 3,518

販売費及び一般管理費 1,289 1,544

営業利益 3,290 1,974

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 4 4

 為替差益 15 55

 持分法による投資利益 33 13

 デリバティブ利益 7 9

 その他 9 7

 営業外収益合計 71 91

営業外費用   

 支払利息 28 17

 その他 14 4

 営業外費用合計 42 21

経常利益 3,319 2,044

特別利益   

 補助金収入 156 －

 特別利益合計 156 －

特別損失   

 固定資産除売却損 2 －

 特別損失合計 2 －

税金等調整前四半期純利益 3,472 2,044

法人税、住民税及び事業税 1,166 430

法人税等調整額 85 252

法人税等合計 1,252 683

四半期純利益 2,220 1,360

非支配株主に帰属する四半期純利益 50 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,169 1,360
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 2,220 1,360

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 9 △45

 繰延ヘッジ損益 △21 24

 為替換算調整勘定 △48 △1

 退職給付に係る調整額 2 3

 持分法適用会社に対する持分相当額 △19 23

 その他の包括利益合計 △76 4

四半期包括利益 2,144 1,365

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,098 1,365

 非支配株主に係る四半期包括利益 46 －
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結

財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年６月30日)

減価償却費 275百万円 335百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 282 7.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 323 8.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
（注１）

四半期
連結損益計算書
計上額（注２）変成器事業 電源機器事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,630 10,839 13,469 － 13,469

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

979 － 979 △979 －

計 3,609 10,839 14,449 △979 13,469

セグメント利益 359 2,971 3,330 △40 3,290
 

(注) １．セグメント利益の調整額△40百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

　　 ２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
（注１）

四半期
連結損益計算書
計上額（注２）変成器事業 電源機器事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,344 8,242 10,586 － 10,586

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

950 － 950 △950 －

計 3,295 8,242 11,537 △950 10,586

セグメント利益 218 1,883 2,102 △127 1,974
 

(注) １．セグメント利益の調整額△127百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

　　 ２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 53円68銭 33円67銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,169 1,360

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

2,169 1,360

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,422 40,417
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月７日

田淵電機株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士     吉村 祥二郎   ㊞　　

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士     奥村 孝司     ㊞　　

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている田淵電機株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、田淵電機株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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